


３年間で６兆6,000億円

　横浜で来年、「第7回アフリカ
開発会議」（TICAD７）が開か
れる。ただ、頭痛の種は厳しい財
政難の中、財力にモノを言わせた
援助計画を打ち出すことが難しい
ことだ。知力、構想力が期待され
ている。
　そのような時に、中国は９月３
日、アフリカ53カ国（１カ国だ
け欠席）の首脳たちを北京に招き、
人民大会堂で「中国アフリカ協力
フォーラム」を開催し、「一帯一
路」戦略の一環として今後３年間
をめどに600億ドル（約６兆
6,000億円）の協力を宣言した。
私たちは、資金の種類は別にして、
アフリカ大陸への中国の並々なら
ぬ国家戦略を知らされることに
なった。
　こうした状況は、日本の1990
年代後半から2000年代初めのバ
ブル経済時代に見せた“日の出ず
る国”日本を想い出させるもので
ある。あの頃は援助倍増、３倍増
が景気よく打ち出され、まさに第

1位の援助国として世界に君臨し
ていた。ただ、あの時の日本は資
金を世界中にバラ撒いて、世界か
らの日本批判を回避することが、
「世界の中の日本」として必要な
政策だったのかもしれなかった。
　中国は一見して、TICADなど
の日本の対アフリカ援助を模倣し
ているように見えるが、それは形
式的な模倣であって、その中味は
日本とまったく異なるものと言え
る。
　中国の真の狙いは、「一帯一
路」   政策に基づくインフラ建設
への投融資と援助をミックスした
複合型協力で貢献しながら、しっ
かり稼ぐだけではない。去る８月
下旬に北京での一帯一路５周年記
念会合で習近平国家主席が述べた
以下の発言に、中国の長期的本音
が隠されているように思える。
　「一帯一路は経済協力（インフ
ラ建設）だけでなく、世界の発展
モデルや統治システムを改善する
大切な手立てになる」
　中国は目下、米国と激しい貿易
戦争を展開しているが、これも習

近平国家主席の世界戦略によるも
のとみられている。
　1960年代の「南北問題」時代、
国連貿易開発会議（UNCTAD）
でプレビッシュ博士を中心に「援
助より貿易を」が唱えられた。多
くの開発途上国は貿易の拡大を目
指して、有利な貿易システムの改
革を先進国に求めた。常にその先
頭に立っていたのが、今で言う中
進国グループ（中国を筆頭にイン
ド、ブラジル、アルゼンチン、ト
ルコ、サウジアラビア、南アフリ
カ、インドネシアなど）だ。今で
も中国は大躍進を遂げている中進
国のリーダー格である。

中国の本音が聞こえる

　米国に対等な戦いを挑む中国は、
米国との貿易戦争において、まさ
に多くの中進国の代表として、ト
ランプ政権に挑んでいる感じだ。
その背景には多国間貿易の新しい
世界システム、新しい秩序構築が
隠されているかもしれない。その
中で、世界の貿易システムを支え
る米ドル基軸体制に「元」が挑戦

することも、中国の長期戦略に
入っているかもしれない。
　しかも、中国にとって現在の米
国（トランプ政権）は、その言動
から一国主義に陥り、国際警察国
家から後退し、世界のリーダー国
家としての役割を放棄しているよ
うに映っている。その状況下で、
中国は米国と対等の立場で戦いを
挑んでいるようにも見える。
　北京にアフリカ53カ国の首脳
を招いた「中国アフリカ協力
フォーラム」は、日本のTICAD
のようにアフリカの発展を願う開
発協力会議ではない。
　中国は、国連におけるアフリカ
54カ国の票を狙うだけではなく、
インフラ整備を契機に、国家体制
にまで踏み込んで、中国の影響力
を敷設しようと考えているかもし
れない。つまり、アフリカの全
54カ国を中国の描く新しい世界
秩序づくりに組み込む大切な敷設
作業と考えている。
　さて、日本は、中国のようにカ
ネのかけられないアフリカ援助は
どうあるべきかを考えなければな
らない。日本は20数年前、アジ
ア中心の援助方針を大きく見直し、
アフリカ援助へカジを切った。当
時の日本には、まだ十分な経済力
があったので、毎年一定の援助予
算は確保できた。
　東南アジアへの日本の経済協力
が「東アジアの奇跡」（世銀報
告）ではないが大きな成果を上げ
たという自負心から、日本はアジ
アの経験をアフリカに生かすべく
挑戦した。しかし、日本は「ない
ないづくし」のアフリカに挑戦し

たものの、アフ
リカでは国造り
にとって一番大
切な「民族の統
一」が進んでお
らず、「部族の
対立」が開発の
行く手をさえ
ぎった。
　アフリカの新
しい国家は、部
族の統合に失敗
し、東南アジアのような部族を超
えた経済開発のための「開発政
府」は存在していない。議会制民
主主義を欧米流に唱えても、選挙
で最大部族が政権を握り、公平な
国家運営を阻害していることが多
い。欧米の誇る議会制民主主義が
正常に機能していない。

アジアの経験をアフリカへ

　それでも、部族長政権を相手に
国造り協力をしなければならない。
たとえば、インドネシアのスハル
ト開発独裁政権が1970年に樹立
された時は、欧米日の援助国は
「治安」の維持、政府の官僚（テ
クノクラート）の養成を支援した。
「治安」は軍事政権ゆえに問題な
いが、「経済政策官僚」の養成は
難問であった。米国のハーバード
大学などがその養成に尽力したこ
とは有名な話である。若手官僚た
ちはインドネシアの国家開発計画
を自ら立案するまでに成長した。
　インドネシアでは欧米日の経
済・技術協力がしっかりした国家
計画に基づいて実施され、国家機
構の近代化を前進させた。そして、

経済の発展とともに教育が普及し、
多くの民衆が国の民主化を前進さ
せた。
　ここで大切なことは、インドネ
シア経済の発展を促したものが、
特に日本など民間企業の進出であ
り、それによって多くの国民の所
得の向上が図られ、一定の利益分
配が社会全体にゆきわたった点だ。
企業進出を可能にする経済、社会
インフラは日本、そして世銀、ア
ジア開発銀行などの経済援助で整
備された。
　アフリカ援助に関しては、経済
インフラ部門は主に中国の役割が
大きいとして、日本としては社会
インフラを重点に、民間企業の進
出に備えての法整備、制度設計を
はじめ、国家運営に必要な官僚人
材の養成などに重点を置く協力を
目指すべきではなかろうか。
　「開発協力大綱」ではないが、
より具体的に経団連、経済同友会、
日本商工会議所などと連携して、
アフリカへの民間経済協力のあり
方をもう一度総点検してから、来
年の横浜でのTICADに対処すべ
きだと考える。
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深謀遠慮の「中国アフリカ協力」
わが道を行くのか日本 ミャンマー・シャン州北部の町ラーショーの朝市風景（2004年12月、筆者撮影）。最終目

的地は中国雲南省に近いコーカン特別区のラオカイ



初の訪問先に日本を選んだ。６月
11日、東京で記者会見に臨んだ
首相は、中国について次のように
語った。
　「私たちは1974年以来、中国
と良い関係を構築しようと努めて
きたが、彼らが貧しい時代から懸
念を抱いてきた。中国は今、豊か
になったが、やはり懸念を抱いて
いる。中国が貧しかろうと、豊か
であろうと、好きであろうと、な
かろうと、強い大国であり、私た
ちは友好関係を維持しなければな
らない」「ナジブ前政権は巨大プ
ロジェクトが大好きで、中国から
多額の借り入れをしたが、持続可
能な債務かどうか考慮しなかった。
しかも、借り入れの一部は自分の
ポケットに入れてしまった。私た
ちは中国との間で多額の借金を背
負いたいとは思っていない」
　首相は財政とガバナンスの再建
に向けて早速、前政権が進めた大
型プロジェクトの計画見直しに着
手した。シンガポールとの間の高
速鉄道計画については、２年延期
する協定をシンガポールと結んだ。
　衝撃的だったのは、中国企業が
すでに着工していた東海岸鉄道
（ECRL）計画の中止表明だ。マ
ラッカ海峡からマレー半島の東岸
まで横断し、タイ国境に近いコタ
バルまで北上する約660kmの路
線計画である。建設費（550億リ
ンギット＝約1.5兆円）の大半は、
中国輸出入銀行が融資していた。
　建設の背景には、「マラッカ・
ジレンマ」がある。船舶で渋滞す

るマラッカ海峡が事故や紛争で封
鎖された場合、中東から中国に石
油・ガスなどを運ぶ海上ルートが
遮断される恐れがある。この鉄道
は中国にとってシーレーンの輸送
リスクを分散する地政学的な重点
ルートで、「陸の運河」とも言え
る。東岸のクアンタンには大型船
が入れる深海港も建設し、鉄道で
東岸に運んだ貨物を船に積み替え
ることを考えていた。ところが、
巨大な建設費に加え、貨物量の想
定が非現実的で、採算性を疑問視
する声が強まっていたようだ。
　とはいえ、マハティール首相の
発言も微妙に変化した。８月20
日、北京で習近平国家主席、李克
強首相との首脳会談に臨んだ首相
は、帰国後の記者会見で「プロジ
ェクトは中止するのがベストだが、
協議の過程でマレーシアに有利に
なれば、延期するか他の方法で実
施するか、検討の余地はある」と
述べた。東海岸鉄道の計画の行方
は、キャンセル料を含めた損得勘
定と交渉の行方次第になりそうだ。
　首相は就任後、政府顧問の一人
に、90歳半ばの華人実業家、ロ
バート・クオック（郭鶴年）氏を
起用した。「砂糖王」の異名を持
ち、シャングリラ・ホテルチェー
ンの創設者でもあり、習主席ら中
国の歴代指導者と親交がある。首
相は彼を使って対中関係を再構築
していくと思われる。
　
日本企業は「追い風」を期待

　日本の経済界は、マハティール

首相の復帰に歓迎の姿勢だ。石
油・ガスを産出し、穏健なイスラ
ム教国で政治が安定していたマレ
ーシアはカントリー・リスクが少
ない有望な投資先だが、ナジブ前
政権時代は中国企業に押されっぱ
なしだった。
　総合商社幹部は「東海岸鉄道だ
けでなく、シンガポールとの間の
高速鉄道沿線の地域開発事業も中
国企業が獲得し、クアラルンプー
ル地下鉄にも中国企業が名乗りを
上げるなどやりたい放題で、日系
企業は悔しい思いをしていた」と
語る。このため、「親日派政権へ
の移行で日本企業に追い風が吹
く」との期待が膨らんでいる。
　一方で、「円借款の対象国から
卒業しつつあるマレーシアには、
民間投資が主体となる日本に比べ、
国策として経済援助ができる中国
は引き続き脅威だ」との見方もあ
る。
　日本はマレーシアとの間で昨年、
国交樹立60周年を迎え、二国間
関係は新しい段階に来ている。マ

政府系ファンドの乱脈経営

　５月の総選挙では、独立後61
年もの長期政権を続けた統一マレ
ー国民組織（UMNO）に対し、
野党連合が勝利した。それを導い
たのは、ナジブ・ラザク前首相に
よるお粗末な経済運営への国民の
反発だった。
　とりわけ、政府系投資ファンド
であるワン・マレーシア・デベロ
ップメント・ブルハド（1MDB）の
乱脈経営が大きな要因になった。
数十億ドルもの巨費の不正使用な
どがあったとされる。このスキャ
ンダルを一層、複雑化したのは、

中国や中東などの外資だった。
　マレーシアは1974年、中国と
国交を樹立した。この時、周恩来
首相とともに調印に臨んだ首相は、
ナジブの父、アブドゥル・ラザク
だった。中国は、東南アジア諸国
連合（ASEAN）で最初に国交を
樹立したマレーシアの決断を高く
評価した。歴代の中国大使はマレ
ーシアに着任する度、真っ先にラ
ザク邸を表敬訪問し、礼を尽くし
てきたと言われる。
　ナジブ前首相も2009年に政権
に就くと、親中政策を進め、14
年の国交樹立40周年には金融、
鉄道などの協力に合意した。中国

からはパンダ２頭
がクアラルンプー
ルの動物園に貸与
され、人気を集め
た。
　マレーシアは一
帯一路にいち早く
支持を表明し、30
件以上の大型プロ
ジェクトの計画を
進めた。①東海岸
鉄道（ECRL）、②
マラッカ沖に人工

島と港湾などを建設する「マラッ
カ・ゲートウェイ」、③アリバ
バ・グループの協力による「デジ
タル自由貿易区」設置、などであ
る。同国政府では通常、外国との
経済協力は経済企画庁が担当する。
しかし、一帯一路の関連事業は首
相府の専管事項として進められた。
　元拓殖大学教授で、（一財）国
際貿易投資研究所（ITI）客員研
究員の小野沢純氏によると、
1MDBの経営で特に問題となっ
たのは、多額の負債を抱えた傘下
の発電会社、エドラ・グローバ
ル・エナジーの株式売却だった。
1MDBは2015年、全株式を総額
98億リンギット（１リンギット
は約27円）で中国原子力大手、
中国広核集団（CGN）に売却し
た。60億リンギットの債務も中
国側が引き取った。インフラ部門
の外資受け入れは49％までとす
る規制が遵守されず、100％外資
が認可された。一帯一路を機に投
じられた中国の資金が、1MDB
救済に充てられたのだ。

「中国に多額の借金は望まない」

　マハティール首相は就任後、最

先進国入り目指すマレーシア
再登板のマハティール政権に柔軟な協力を
マレーシアで５月に発足したマハティール・ビン・モハマド首相（93）率いる新政権が、前政権
下で悪化した財政を再建するため、中国主導で進めていた鉄道など大規模なインフラ建設
事業の見直しを進めている。これまでも「ルックイースト（東方）政策」に支援をしてきた日本
は、「先進国入り」を目指すマレーシアに柔軟で多彩な協力が必要な時が来ている。

エネルギッシュな表情で会見に臨むマハティール首相=日本記者クラブで

東海岸鉄道

タイ

マレーシア

シンガポール

クアラルンプール

クラン港
クアンタン港

コタバル

高速鉄道計画
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総　　論1

NGOとの連携強化を探る外務省
寄付文化の醸成が課題

2018.11　国際開発ジャーナル 15IDJ　November 201814

けている。1996年以降、政府と
NGOの政策対話及び連携強化の
場として「NGO・外務省定期協
議会」も開催されている。
　外務省国際協力局民間援助連携
室長の佐藤靖氏は、「NGOは自
発的な支援活動を行い、現地の市
民はもちろん、国際機関や他国の
NGOとのネットワークも強く、
政府の目が行き届きにくい地域や
分野での支援活動が得意だ。政府
はNGOと連携することで日本の
“顔が見える支援”を強化するこ
とができる」と強調した。

ODA依存には懸念の声も

　他方、政府がODAを通じて
NGOを支援することに対しては、
NGO側から「政府への依存」を
指摘する声も聞こえる。事実、外
務省作成の資料によると、N連・
JPF事業実施団体だけに限れば、
NGOの収入に占める政府資金の
割合は50パーセントを超える一
方、寄付金の割合は20パーセン
トを下回っている。
　確かにODAは、外交政策のツ
ールの一つであり、具体的な事業

についても外交的観点から優先付
けがなされている。途上国の草の
根のニーズを重視してきたNGO
にとって、ODAは自身の活動の
幅を広げるのに役立つ一方で、過
度に依存することは市民社会にと
って健全な活動を阻害しかねない。
その意味で、外務省とNGOはこ
れから、NGOが政府から自立し
た活動ができるよう日本社会の寄
付文化の醸成に向けた施策を検討
する必要がある。日本の厳しい財
政状況の中で効果的な国際協力に
もつながるだろう。

「ODAに関する有識者懇談会」

　今年、開発業界を揺さぶる出来
事が相次いだ。本誌も複数回にわ
たって取り上げた国際協力機構
（JICA）の予算管理問題はもち
ろん、財務省がJICAの業務実施
契約に関する予算執行調査を実施
したことも話題となった。政府開
発援助（ODA）の実施体制はこ
れまでにない見直しを余儀なくさ
れ開発コンサルタントも急対応を
迫られている。
　そこにもう一つ、ODAの今後を
左右する動きが出てきた。外務省
が河野太郎外務大臣の下で定期開
催を始めた「ODAに関する有識
者懇談会」だ。厳しい日本の財政
状況の中で、ODAの効率的・効
果的な実施を実現すべく、国際協
力に関わる民間活力を引き出すた

めの施策を検討するのが狙いだ。
　注目すべきは、第一回目に「国
際協力NGOの抜本的強化」がテ
ーマとされたことだ。懇談会自体
は、NGO／NPOだけに議論が絞
られているわけではないが、国際
協力NGOを代表する複数の有識
者が委員として出席しており、
ODAによる「NGO支援」の在
り方は重要な焦点の一つとなって
いる。
　河野大臣は、外相就任以前から
ODAの使途に厳しい姿勢を示し
てきたことで知られる。今年度は
ODA予算の中で、在外公館など
「足腰強化」に向けた予算を拡充
する動きを見せた。それだけに、
今後ODAにどのようなテコ入れ
を図るのか、ODA業界全体が注
視している。

多様な連携を模索

　日本の国際協力
NGOは、外交政策と
して実施されるODA
と一線を画しつつ、途
上国の草の根に根差し
た支援活動を展開し、
その規模を拡大させて
きた。だが、一方で
NGOの組織力や資金
力は長年の課題となっ
ている。

　この背景には、やはり日本国内
における「寄付市場」の規模の問
題が大きい。日本ファンドレイジ
ング協会が発行する「寄付白書
2017」によると、主要国の個人
寄付額は米国が30兆6,664億円、
英国が１兆5,035億円に対して、
日本は7,756億円にとどまる。韓
国も寄付額で日本に劣るも対
GDP比は日本よりも高く、法人
寄付額の対GDP比は国際的に見
ても極めて大きい。日本の寄付市
場の小ささは、日本の国際協力
NGO職員の給与の低さにつなが
っており、高度な専門性を持つ人
材を確保できない状況を招いてい
る。
　こうした中で、日本政府も
1990年代前後から国際協力NGO
への支援や連携事業に取り組み、
2000年代に入ってからは「日本
NGO連携無償資金協力」（N
連）や「JICA草の根技術協力」、
緊急人道支援に資金供与を行う
「ジャパン・プラットフォーム
（JPF）拠出金」などを順次整備
して、資金面の連携を強めた。ま
た、1999年にNGOの能力強化・
人材育成の支援を目的とする
「NGO活動環境整備支援事業」
を開始し、その中で「NGO相談
員制度」や「NGOインターン・
プログラム」などの取り組みを続

草の根の力を伸ばす～政府依存からの脱却へ

Inter view

ODAの価値観の見直しを

―今年始まった「ODAに関する有識者懇談
会」をどう捉えていますか。
　かつて民主党政権時代にも岡田外務大臣
（当時）の主導でODA見直しに向けた議論が行
われ報告書も出た。私は、認定NPO法人国際協
力NGOセンター（JANIC）の代表として大臣にさ
まざまな要望を伝えた。しかし結局その後のODA
大綱の見直しは実施されず、われわれの要望が
十分に反映されなかった。
　今回の有識者懇談会で設定された問題意識
は重要だが、河野大臣のリーダーシップによって、
果たして外務省のODA政策が変わるのかは、十
分な注意が必要だ。

―今回はJPFとN連事業における一般管理
費の比率の低さが焦点の一つとなっています。
　現状、ODA事業はNGOにとって「やればやる
ほど損をする」構造になっている。日本のNGOの
多くは自己資金が少なく、組織基盤が脆弱だから
こそ、オーバーヘッド（一般管理費）を上げ、NGO
が多少でも力を蓄えられるようにすることは重要だ。
　だが、それ以上に問題なのは、そもそも政府が、
NGOの価値を十分に理解していないことだ。日
本政府は長らく「開発援助」という言葉を「外交
政策」の下位概念と位置付けており、NGOとの
連携事業を含む、すべてのODA事業が外交政

策上の優先順位に従って実施されている。
　しかし、NGOの本来の存在意義は相手政府と
の政治的な関係などに囚われることなく、現地の
弱い立場の人たちに寄り添う活動ができることだ。
だからこそ、NGOの自由な活動が保証される必要
がある。NGOは決して「価格の安い下請け業者」
ではない。
　私たちは、これまでも日本政府に対して外務省
から独立した「国際開発省」の設置や、外務省や
JICAにNGO出身の社会開発の専門家を置くこ
とを提言してきた。日本政府のODAの価値観は、
こうでもしなければ変わらないだろう。

―政府にとって、外交政策と切り離してNGO
を支援することにはどのような意義があるので
しょうか。
　例えば、日本政府が外交政策に関わらず、パレ
スチナ問題に取り組むNGOを積極的に支援する
ことは、関係の多様性を確保する点からも重要だ。
　私は決して外交政策や短期的な国益に基づく
ODAの意義を否定しているわけではないが、
NGOがあらゆる途上国で地道に草の根の活動
を続けていれば、万が一国際情勢が変わっても日
本のプレゼンスを維持できる。そうした長期的な
視点に基づく開発支援が全体の半分ほどあって
も良い。

―日本は長らく「寄付文化がない」と言われ
てきました。政府に頼ることなく、NGOが市民
社会から寄付を募り、自由な活動を確保するこ
とも重要ではないでしょうか。
　欧米の主要なインターナショナルNGOは、市
民から多額の寄付を集められているからこそ、優
秀な人材には高い報酬を与えて、雇用している。
政府や国連に勤める職員がNGOに転職すること
も珍しくない。
　これに比べて、日本では一部のブランドのある
団体を除けば、NGOがなかなか寄付を集められて
いない。この背景には宗教的な文化の違いがあ
ることがよく言われるが、民衆が市民運動を起こし
て社会を変えた経験がないことも大きいだろう。そ
もそも国民自体がNGOの活動に大きな価値を置
いていないのだ。
　この点、各団体は今後より多くの寄付を集める
ためにパブリシティーを充実させてブランドを確立
するための努力が求められるだろう。だが、NGO
の努力だけではどうしてもこの問題を乗り越えるこ
とが難しいのも事実だ。
　そのため、政府は前出のようにODA政策を変
えることができなければ、せめて日本の寄付文化
を盛り上げる施策を打ってほしい。例えば、「ふる
さと納税」と同様の仕組みで「市民社会納税」な
どの政策が有効ではないだろうか。

聖心女子大学 教授　　大橋 正明氏

バングラデシュのロヒンギャ難民居住区（=大橋正明氏提供）


